
第２ 事業内容 

 抜粋  

 在宅医療・介護連携推進業務 

  ア 目的 

 在宅医療・介護の連携推進業務は、医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らし  
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、在宅医療と介護サービスを一体的に提供するために、居宅に  
関する医療機関と介護サービス事業者などの関係者の連携を推進することを目的とする。 

   

  イ 事業内容 

（ア）地域の医療・介護サービス資源の把握 

   地域の医療機関、介護事業者等の住所、機能等を調査し、これまでに自治体等で把握されている情報と合わせ  

  て、マップ又はリストを作成する。作成したマップ等は、地域の医療・介護関係者や住民に広く公開を行う。 

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応の協議 

   地域の医療・介護関係者等が参画する会議を開催し、在宅医療・介護連携の現状と課題の抽出、解決策等の  

  協議を行う。 

（ウ）在宅医療・介護連携支援センター（仮称）の運営 

   地域の在宅医療・介護連携についての相談窓口を担う在宅医療・介護連携支援センター（仮称）の運営を行い、   

  （エ）、（オ）、（カ）等の支援を行うとともに地域の医療・介護関係者等に対して、在宅医療、介護サービスに関する  

  事項の相談の受付を行う。また、必要に応じて、退院の際の地域の医療関係者と介護関係者の連携の調整や、 

  医療・介護関係者に対して、利用者・患者又は家族の要望を踏まえた、地域の医療機関・介護事業者の紹介を行 
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（エ）在宅医療・介護サービスの情報の共有支援 

   地域連携パス等の情報共有ツールや情報共有の手順等を定めたマニュアルを活用し、地域の医療・介護関係  

  者等の間で、事例の医療、介護等に関する情報を共有できるよう支援する。 

（オ）在宅医療・介護関係者の研修 

   地域の医療関係者に介護に関する研修会の開催、介護関係者に医療に関する研修会の開催等の研修を行う。  

  また、地域の医療・介護関係者が、多職種連携の実際等についてグループワーク等の研修を行う。 

（カ）２４時間３６５日の在宅医療・介護サービス提供体制の構築 

   切れ目なく在宅医療・介護サービスが一体的に提供されるよう、利用者等の急変時等の連絡体制も含めて、地  

  域の医療・介護関係者の協力を得て体制の整備を計画的に行う。 

（キ）地域住民への普及啓発 

   在宅医療・介護サービスに関する講演会開催、パンフレットの作成・配布等によって、地域住民の在宅医療・介  

  護連携の理解の促進を図る。 

（ク）二次医療圏内・関係市区町村の連携 

   同一の二次医療圏内にある市区町村が連携して、当該二次医療圏内の病院から退院する事例等に関して、都  

  道府県、保健所等の支援の下、当該病院と協力して、退院後に在宅医療・介護サービスが一体的に提供されるよ  

  う情報共有の方法等を含む在宅医療・介護連携のために必要な事項について協議を行う。また、必要に応じて、 

  同一の二次医療圏にある市区町村が連携して、利用者等が急変時に診療する医療機関の確保等について協議 

  を行う。 
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